
◎海上物流の基盤強化のための港湾法等の一部を改正する法律 
（平成一八年五月一七日法律第三八号）   

一、提案理由（平成一八年四月四日・参議院国土交通委員会） 

○国務大臣（北側一雄君） ただいま議題となりました海上物流の基盤強化のための港

湾法等の一部を改正する法律案の提案理由につきまして御説明申し上げます。 

 近年、我が国物流をめぐっては、中国を始めとしたアジア地域の経済発展や我が国企

業の進出に伴い、アジア域内物流が準国内物流化するなどの大きな変化が見られます。

また、我が国の国際競争力強化の観点から、物流の効率化、円滑化に対する要請が高ま

っております。このような中、政府におきましては、昨年十一月に新たな総合物流施策

大綱を閣議決定し、スピーディーでシームレスかつ低廉な国際、国内一体となった物流

の実現等を目標に、物流施策の総合的、一体的推進を図ることとしております。 

 このうち、海上物流は、国際物流において九九・七％を占めるなど、我が国の産業活

動や国民生活を支える極めて重要な役割を果たしております。このため、港湾の国際競

争力強化、海運の効率化及び安全性向上のための所要の措置を総合的に講ずることによ

り、海上物流の基盤強化を図ることとし、このたびこの法律案を提案することとした次

第です。 

 次に、この法律案の概要につきまして御説明申し上げます。 

 第一に、港湾における物流拠点機能の強化を図るため、埠頭の近傍における荷さばき

施設の整備を国からの無利子貸付の対象に追加すること等により、港湾機能の強化を図

ります。 

 第二に、国の指定を受けて特定外貿埠頭の管理運営を行う者を財団法人から株式会社

に変更するとともに、管理運営主体に対する規制の緩和を行い、外貿埠頭の管理運営の

効率化を図ります。 

 第三に、水先人の養成確保、船舶交通の安全確保、業務の効率化、適確化を図るため、

水先人の資格要件の緩和、水先人の免許更新時の講習の義務付け、料金規制の緩和等を

行い、水先制度の充実強化を図ります。 

 第四に、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構について、海運の効率化に資

する高度船舶技術の実用化を支援する業務の追加等を行います。 

 その他、これらに関連いたしまして、所要の規定の整備を行うこととしております。 

 以上がこの法律案を提案する理由です。 

 この法律案が速やかに成立いたしますよう、御審議をよろしくお願い申し上げます。 

二、参議院国土交通委員長報告（平成一八年四月七日） 

○羽田雄一郎君 ただいま議題となりました法律案につきまして、国土交通委員会にお

ける審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、海上物流の基盤強化を図るため、港湾における物流拠点施設の整備、港

湾の建設及び管理の適確化並びに構造改革特別区域における特例措置の全国展開による



港湾機能の強化、特定外貿埠頭の管理運営主体の株式会社化による管理運営の効率化、

水先制度の充実強化、海運の効率化に資する高度船舶技術の実用化支援等の措置を講じ

ようとするものであります。 

 委員会におきましては、埠頭公社民営化等による港湾コストの削減、我が国の港湾基

盤整備のための基本的方向、水先人の全国組織運営、港湾施設の安全性の確保等につい

て質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して小林委員より、本法

律案に反対する旨の意見が述べられました。 

 次いで、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決定いた

しました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一八年四月六日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講じ、その運用に遺憾

なきを期すとともに、適宜施策の検証を行い、適切な見直しにより強化拡充策を講じる

こと。 

一、国際海上物流拠点として、我が国港湾の国際競争力の衰退を防止し、その強化に向

けた転機とするため、外貿埠頭について、公共・公社埠頭の集約化や近隣港湾との広

域的な連携等の可能性について検討を進めるなど、その管理・運営の効率化を図るこ

と。 

  また、必要に応じ、リードタイム、コスト削減状況等の実態調査を行い、公表する

ことなどにより、世界的水準での良質かつ低廉なサービスが実現されるようにするこ

と。 

二、水先人の確保に向けた資格要件の緩和等に伴い、養成制度が極めて重要となること

から、実地訓練機会の確保、水先修業生の費用負担の軽減等を含め効果的で十分な養

成方策を検討するとともに、水先人引受けルールの明確化等を図ることにより、ユー

ザーに対するサービスの向上を図ること。 

三、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構については、船舶勘定において多額

の繰越欠損金及び債務超過が発生していることから、平成二十一年度までに財務状況

の改善を図ること。 

  また、物流業務において内航海運業が果たしている現状にかんがみ、内航海運の活

性化に向けたビジョンを早急に具体化すること。 

  右決議する。 

三、衆議院国土交通委員長報告（平成一八年五月一一日） 

○林幹雄君 ただいま議題となりました法律案につきまして、国土交通委員会における

審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 



 本案は、海上物流の基盤強化を図るため、所要の措置を講じようとするもので、その

主な内容は、 

 第一に、港湾における物流拠点機能の強化を図るため、埠頭の近傍における荷さばき

施設の整備を国からの無利子貸し付けの対象に追加すること、 

 第二に、国の指定を受けて特定外貿埠頭の管理運営を行う者を財団法人から株式会社

に変更するとともに、管理運営主体に対する規制緩和を行うこと、 

 第三に、水先人の資格要件の緩和、免許更新時の講習の義務づけ、料金規制の緩和等

を行うこと、 

 第四に、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構について、海運の効率化に資

する高度船舶技術の実用化を支援する業務の追加等を行うこと 

などであります。 

 本案は、参議院先議に係るもので、去る五月八日に本委員会に付託され、九日北側国

土交通大臣から提案理由の説明を聴取し、昨十日質疑を行い、質疑終了後、討論を行い、

採決いたしました結果、本案は賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと議決し

た次第であります。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一八年五月一〇日） 

 政府は、本法の施行に当たっては、次の諸点に留意し、その運用について遺憾なきを

期すべきである。 

一 我が国港湾の国際競争力を強化するため、港湾整備に関する施策を効率的かつ集中

的に実施すること。また、リードタイムの縮減及びコストの削減に関する取組みのス

ピードアップを図り、良質かつ低廉なサービスが早急に実現されるよう、必要に応じ

実態を把握し、他国の港湾とも比較しつつ、適切な措置を講じること。 

二 港湾の施設の技術基準の性能規定化に伴い、技術基準への適合性を的確に評価でき

るよう、人材の育成に努めること。また、登録確認機関については、確認員のレベル

の向上、港湾建設等関係者からの独立性の確保等を図り、港湾の施設について技術基

準が遵守されるよう、適切な指導を行うこと。 

三 港湾区域内の埋立地について、権利の移転若しくは設定又は用途の変更の許可に当

たり、審査が厳正に行われるよう、適切な指導を行うこと。 

四 指定会社が特定外貿埠頭の管理運営を行うに当たり、円滑に業務を遂行できるよう、

適切な指導を行うこと。 

五 水先人に関する資格要件の緩和を踏まえた海上交通の安全確保の必要性にかんがみ、

養成教育の充実及び免許の更新制度の見直しが円滑に実施されるよう、適切な措置を

講じること。また、水先料の認可に当たり、原価及び利潤の適正性の審査を厳正に行

うこと。 



六 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構の船舶勘定については、債務超過の

状態であることにかんがみ、透明性を十分に確保しつつ、抜本的な改善を図るよう努

めること。 


